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《研究ノート》

混同経営と生産組織
一網走管内佐酒間町を事例として一

松木 画

1．課題と：方法

2．混同経営形態の特徴と生産組織

　1）混同経営形態の特徴と生産組織

　2）混岡経営の形態分化と生産組織

3．混同経営と生産組織

　　一佐呂間町A地区を事例として一

　1）調査地区の概要

　2）A地区における生産組織の展開

　3）A地区における経営展開

　4）経営組織と生産組織

4．要約と今後の課題

1．　課題と方法

　小稿の目的は生産組織の形成を参加農家の経営組織との関連で明らかにしょうと

するものである。

　生産組織に関する従来の議論は多岐にわたり、様々な視点が提示されているが、

参加農家の経営組織に関連して言及したものは数少ないQ例えば生産力形成・農民

層分解の視角から生産組織の展開を取り扱う議論では、参コ組罠の経済的性格の変

化が重祝されており、参加農家の経営形態・経営組織の違いはさほど重視されてい
　　1）
ない。また、生産組織化を経営主体の形成ととらえ、管理論からの接近をはかる議

論においては、組織の管理問題にウエートがおかれ参加農家の経営組織は分析の外
　　　　　　　2）
におかれている。

　一方、経営組織に関しては複合経営ないし地域複合化に関する議論があり・特に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）
地域複合化論ではその主体としての生産組織の役割を高く評価しようとしているが、
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それは生産組織の一面をとらえた見解ではないかと思われる。

　参加農家の経営組織と生産組織の関連を明らかにしょうとする場合に次の二点が

課題となる。第一には経営形態と生産組織との関連である。経営形態の特徴のどこ

に生産組織形成の要因があり、経営組織のどの部分に如何なる生産組織が形成され

るかという問題である。二点目は経営組織の変化と生産組織の形成・変化がどう規

定しあっているかという問題である。

　以上の二つの課題にアプローチするに際し、小稿では同一の経営形態を営む農家

群による生産組織を取り上げ、具体的には混同経営を対象とする。混同経営は近年

酪農、畑作への分化が進んでおり、第二の課題への接近がしゃすいと思われるから

である。手順としては混同経営形態と生産組織の関連について仮説的整理をおこな

ったあと、佐呂間町A地区について事例分析をおこなう。

2．混同経営形態の特徴と生産組織

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）
　ここでは混同経営に関する従来の研究をもとに、混同経営形態の特徴と生産組織

の関連、混同経営の形態分化と生産組織の関連の二点について仮説的整理をおこな

う。混同経営は耕種部門と養畜部門とが結合した経営形態を指すが、ここでは北海

道において混同経営中最も多い酪農と畑作との結合であるヂ酪畑（畑酪）経営」を

念頭に考察していく○

　1）混同経営形態の特徴と生産組織

　混同経営は経営内の部門編成からみると、大きくは耕種部門と養畜部門からなる。

さらに細かくみると耕種部門は養畜部門に飼料を供給する自給飼料部門と商品作物

部門とからなり、養畜部門は搾乳牛部門と育成部門とならなり育成部門には後継牛

育成と個体販売用育成が含まれる。

　このように多様な部門の結合からなる混同経営の特徴を小林は次のように整理し

ている。①経営耕地面積は畑専農家より大、②土地利用では飼料作物が最も多く、

次いでまめ類が多い・③牧草や露霜、まめ殼、堆肥などの中間生産物がよく利用さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5）
れている、⑤畑作経営に比べて相対的に機械装備が大きい。

　以上をふまえて・混同経営形態と生産組織との関連について、土地・労働力・機

械・資金の面から整理してみよう。

　土地についてであるが、混圃経営成立のためには一定の耕地規模が必要とされる。
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これは経営内の中間生産物利用を軸とした自給飼料と商昂作物という±地利用にも

とつくものと考えられる。したがって耕地規模が制約されている条件下において混

同経営が成立するには、それを緩和させる公共牧野。共同：草地のような生産組織が

必要とされる。土地利用については「±地を集約的に利用しながら土地生産力を高
めるという冶鋤土地稠」験の．，。，としてあげられるが、こ縫醸の

ものとするには、機械利用組織の存在が労働力・資金の面からみて不可欠である。

　次に労働力の点に関して。通年一定の労働力を必要とする飼養管理に多種の作物

栽培が加わることで、豊富な労働力を必要とする。多作目を含む耕種部門は、労働

力が血忌に保有されている場合には労働力の効率的利用を実現するが・労働力が不

足する場合には耕種部門と飼養管理部門との労働競合問題が発生する。耕種部門に

おける共同作業組織の形成は、作業能率向上・配置労働力削減により労働競合を回

避する。また、飼養管理部門のうちいずれかを夏期間共同化することも同様に労働

過重を軽減する。

　機械所有。利用については、複合化のメリットとして作目聞での機械の利用共同

が従来あげられているが、各作業機の専用化・大型化の進んだ現在ではトラクター

本機を除いてこの点でのメリットは追求しがたく、経営間の共同利用による利用面

積の増加により機械利用費の軽減が追求されることになる。混同経営では多品目の

作物栽培が行なわれており、飼料作物・商品作物ともに酪専・畑鼠経営よりも栽培

面積が小さく、この点で機械の共同利爾が機械化のうえで必要となってくる。

　最後に資金面からみてみようQ混同経営は飼養管理部門と耕種部門の両部門で資

金需要があり、耕種部門では「多品目を栽培する混同経営では、それだけ多種類の

鰍細面細ればならないことが大きな髄点」7 pる．すなわち鱒。白話

両経営に比べて相対的に多額の資金を要するのが混同経営の特徴である。このことか

ら資金蓄積が乏しく、資金が制約されている場合には、共同化しにくい飼養管理部

門に自己資金が優先的に投下され、耕種部門に過剰投資を避けるために機械共同利

用組織が形成される。また資金受入母体としての生産組織の形成も促進される。

　面一ヒみてきたように、混同経営はその経営形態の特徴のうちに生産組織化の契機

を多く内包している。そこに成立する生産組織は、機械の共同利用・共同作業組織、

共同育成組織、共同草地等が考えられるが、共同販売組織、オペレーター集団によ

る経営受託組織は成立基盤が弱いと考えられる。

2）混同経営の形態分化と生産組織
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　次に混同経営の形態分化と生産組織との関連について考察する。北海道の酪農に

ついてみると、1965年センサスで乳牛飼養農家率23，2％、飼養農家中酪農単一経営

割含493％、一戸当り飼養頭数（24ケ月以上）3．7頭であったのが、70年にはそれぞ

れ22．7％、59．2％、8．4頭、80年にはエ6．2％、80．4％、25．3頭となっており、70

年代に入って酪農部門の拡大にともない酪畑経営の畑専・酪専経営への分化が著し

い。

　形態分化の要因として小林は、①経営耕地面積の保有状況、②家族労働力の保有

状況、③大型機械・施設の所有・利用状況、④生産性や収益性の実態、⑤資本の所
　　　　　　　　　　　　　8）
有状況の5点をあげているが、これらは混同経営の特徴と表裏をなすものであるQ

混同経営は一面では土地利罵、耕種と畜産の結合という技術的合理性を持つにして

も、前節でみたように経営内に均衡状態を保つことは難しく、経営形態のうちに分

化の要因をはらんでいる。この点が生産組織の形成条件でもあったのだが、形態分

化に際して生産組織はどう関連するであろうか。

　第一に、生産組織の解体が分化を一層促進するということである。すなわち「個

別経営において混同経営が解体すると、それは機械の共同利用組織・共同作業組織

の鱗論証として、繊全体の嗣細螺体につながる」9Vいう点に示される。

　第二面目は、混同経営が「共同利用・共同作業に参加すると、たとえば畑作部門

の共同作業においては畑専中心の作業体系に拘束され、他方酪農部門の共同作業に

おいては酪専中心の作業体系に拘束されるQその結果混同にとっても共同化が作業
飴、労鵬合を回謝るのではなく、むしろこ縫耽ることも多い」12締さ

れているように、生産組緯の形成によっても労働過重が解決されない場合である。

　第三点目は、生産組織が畑作・酪農のいずれかに特に有利に形成されている場合

に、形態分化を一方に促進する。

　最後に・逆に分化を抑制する点として、機械利用組織が形成されると参加農家に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11）
対して作付規制等の利周強制力を持つということがあげられる。

　以上、混同経営と生産組織について仮説的整理を試みたが、次に事例分析を通し

て具体的な関係を明らかにしたい。

3．　混同経営と生産組織

　　一佐呂間町A地区を事例として一

1）調査地区の概要
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　調査地区について述べる前に、佐呂間町の特色について触れておきたい。表1は

網走支庁管内26市町村のうち、58年時点で乳牛飼養農家が4割を超える酪農地帯と

目される8市町村について、50年代の酪農動向をいくつかの指標で示したものであ

る。この中で興部町から湧別町までの5市町村は大規模丁丁地帯として展開してき

たのに対して、佐呂間・生田原・置戸の3町は10％前後の酪畑混同経営が残ってい

る。これが佐高聞町を選定した第一の理由である。

　第二の特色として、同町では、30年代以降従来の水稲、薄荷等を中心とする田畑

混同経営から、酪農、てんさいを基幹とする主畜経営への転換がはかられており、

町有公共牧野の設置、補助事業導入による機械利用組織の育成が積極的に進められ

てきたことがあるQこれが同町を選定した第二の理由である。

　具体的な地区選定にあたっては、公共育成牧野が設置され、機械利用組織が39年

以降20年聞存続しているという点から、A地区を対象調査区とした。

表1　酪畑経営の動向　一網走支庁一

乳 成 一芦当たり成牛 4　9　年 5　8　年
牛飼養

牛頭

市町村 頭　数 （頭） 乳用牛
煤@　養

経営形態別

_家縞合
乳用牛
煤@　養

経営形態別

_家割合
率 数 49 58 農家率 酪　農 混　同 農蒙率 酪　農 混　同

60
遭｛ 雄　武

ｻ　部

15．5

P8．5

3　5．4

R4．6

78．6

W8．0

76．8

W2．9

9．2

P2．4

80．0

W2．2

7＆1

W0．3

10．δ

P3．9
％

29 紋　別 12．3 24．7 76．4
6’
X，8 11．9 7L8 68．9 工0．4

以
～

西興部 1　1．3 22．6 73．9 6　5．5 17．6 78．3 78．3 1．2

上

20 湧　別 11．6 21．9 62．9 59．1 9．1 60．9 58．4 8．5

60 20頭

ﾈ上
置　芦 9．3 20．6 58．i 38．7 19．6 42．9 35．0 10．1

響｛ 生田原

ｲ呂間

7．3

W．1

15．9

P6．6

52．2

U4．9

37．3

S9．6

17．3

､7．5

47．3

T3．6

35．0

S　3．0

15．3

P2．8

資料　『北海道農業基本調査』

　表2によってA地区の20年間の概要をみよう。まず農家戸数だが、40年に44戸あ

ったのが一年一戸のペースで離農し、59年現在22戸と半減している。同時に専業農

家率が高まり現在では兼業農家は例外的存在となっている。経営耕地面積は40年に

は一戸平均4．2加だったのが5．7加（45年）、6．7勿（50年）、8．4加（55年）と増加

　　　　　　　　　　　　　　　　　一99一



表2　A地区の概要

δ

o
l

40 45 50 55 59 40 45 50 55

農　家
計 4　4 36 29 24 22 飼　　料 42．4 60．4 工02，3 155．1

戸　数
専　　業 3　3 22 1　6 19 20 工　　芸 28．7 26．0 王2．9 2　1．8

（戸）
一　　兼 5 1　1 8 5 2 作 物 水　　稲 32．3 33．8 17．2 12．3

二　　兼 6 3 5
『 … 種類別 豆 17．2 8．3 9．6 0．7

経　営
1勲以下 3 3 2 1 1 収 穫 雑　　穀 18．6 17．4 3．6 2．3

耕　地
正～3勿 7 2 3

　 一 礪 積 い　　も 39．7 7．0 2．0 α7

階層溺
3～5加 22 10 5 5 4 （加） 麦 1　1．2 1．9 1．0 α9

（戸数） 5～10加 12 工7 14 9 4 野　　菜 王，3 1．9 4．7 1．3

10加以上 ｝
4 5 9 王　3 酪　　農 26 23 21 20

田 37．6 38．9 20．8 15．7 8．5 工　　芸 1　1 3
一

2
販 売

農用地 畑 14　5．工 167．3 i　73，1 184．8 2王1．王 稲 2 6 2 1

（加） 採草・放牧地 1　6．5 21．9 8．0 『 一

主 位

雑穀等 1 3 2
｝部門別

誹 エ992 2　28．工 20L9 200．5 2　19．6 麦 1
一 　 　

基幹的 計 89 78 6　6 59 4　4

（戸）

野　　菜 ｝ 一
王 1

農従者 男 42 4　1 34 30 2　4 豚 一 一
1

（入） 女 47 37 32 29 20 経 単 酪　　農 10 1　3

乳用牛
戸　　数 30 24 22 ま9 i8 営 一 工　　芸 1

一

（戸、頭）
頭　　数 146 273 36　2 486 562 組 経 稲 王

　

うち2才以上 91 180 248 3　圭2 373 織 営 野　　菜 一
1

豚
戸　　数 7 2 2

『 『 別 準 単　　一 8 7

頭　　数 9 6 5　1 『 　 偽 複 含 17 3

鶏
戸　　数 20 4

㎝ 一 ｝ 資料1 王965年センサス中間集計表、 1980年置ンサス集落カード

頭　　数 590 115 　 一 ｝ 昭和59年北海遵農業基本調査戸表より作成

戸　　数 一 …
2 1 1

肉　牛
頭　　数 ㎝ 心 圭4 30 150



し、59年は10加となっている。これにともない経営耕地別階層構成は40年のモード

層が3～5ん。にあったのが、45年に～階梯上昇し、現在10～20勿になっている。

　基幹的農業従事者数は、4G年には一戸平均2．G人だったのが順序増加し、55年に2．5

人となるが現在は2．0人に戻っているQ

　家畜飼養状況は、40年には家畜飼養のべ戸数が57戸で、ほとんどの農家が何らか

の家畜を飼っていたと思われる。ただし、その飼養規模は零細で一戸当り飼養頭羽

数は乳用牛（2才以上）3頭、豚1．3頭、鶏29．5羽にすぎず・自給的もしくは副業

的性格が強かったとみられるQ40年以降伸びたのは乳用牛で、飼養農家割合が一貫

して伸び、飼養頭数も59年には一戸2α7頭と大幅に増加した○養豚、養鶏農家は現

在はなく、かわって肉牛飼養農家が50年以降みられる。

　作物の類別収穫面積は、40年には飼料作物一いも類一水稲一工芸作物一雑穀一豆

類一麦類という順序で、飼料作物が最も多いものの2割強にすぎず、特定作物への

集中はみられなかった。45年になると・麦・いも・豆類が減少して飼料作物が増加

し、主な作物は飼料作物一水稲一工芸作物一雑穀となる。50年には雑穀がほとんど

なくなり、水稲・工芸作物も減少して飼料作物が7割を占めるようになっている。

それ以降も水稲は減少し、55年には飼料作物が8割を占め、飼料作物と工芸作物に

作付が集中してきている。

　最後に経営組織分類であるが、販売金額1位部門別分類では40年には酪農が60％

（26戸）・工芸作物が25％（11戸）であったのが、工芸作物を主位とするものが45

年に減少し、45年に若干の増加をみた水稲作も減少して55年には酪農が83％と増加

している。同時に経営組織の単一化が進んでおり、単一経営は40年の12戸（27％）

が、55年には40年時点で単一経営に含む準単一経営を合わせると20戸（83％）にな

っている。表示していないが59年忌道農業基本調査の経営形態分類で、「酪農」18

戸「畑作」4戸となっている。

　以上みてきたようにA地区では40年から59年の20年間に、離農による規模の拡大

が起こり・経営形態の変化として混同経営が分化し酪農への集中、拡大が進行して

いる。このような経営形態の変化には生産組織が大きく関与していると思われるの

で次に各生産組織の展開をみよう。

　2）A地区における生産組織の展開

　佐呂間町では38年の第一次農業構造改善事業導入にあたり、家畜、てんさいが選

択的拡大作目として選択され、全町に19の町有公共牧野が造成されるとともにトラ
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表3　町有牧野の現況と利用状況

i

δ

ゆ

現　有　面 積 （ん。） 放　　牧 5 9年度利用実績
利用組合 牧野名 完成年度 草地造成事i曲名

草地造成 その他 合　計
放牧区分

可能頭数 実頭数 期　間 延頭数
稜呂 大　成 大成1

蜷ｬ2
39～56
R9～43

農構、団体営

_構、小規模

45．4

Q8．0

2．O

hα0

8．7

Q．0

56．1

S0．0

　一般牛群

?工受精牛群

14（｝

P10
｝240 王5　7 33，579

間第

中　園 中　　園 41～55 農構、団体営 73．8 2．5 12．1 88．4 〃 2　10 195 155 27，661
一 栃　木 栃木1 4　1 農構 14．5 5．7 7．8 28．0 一般牛群 60 ｝259 i156 34，415
牧
栃木2 4　工～56 農構、団体営 69．4 3．6 20．0 93．0 〃 180

、

鋭利

武　士 武　　士 40～54
〃 20．1 3．3 19．6 43．0 〃 60 64 王55 7β93

用 朝　日 朝　　ヨ 4　1～47 〃 13．8 1．2 5．0 20．0 〃 5　5 48 158 6，601
組 富　丘 窟　　丘 40～54

〃 2　5．3 0．3 ま7．4 43．0 〃

王10 81 三55 10，852
合 小 計 290．3 28．6 92．6 4　1　ま．5 925 887 121，091
佐 北 北 40 農構、小規模 73．0 4．0 40 81．0 一般、御製受精 200 220 160 33ほ66
呂 知　来 知来1 40～55 農構、鐡粗糠 12．9 0．8 4．3 ま8．0 「昏冥群 40 99 152 13，512
聞 知来2 40 農構 17．9 8，i 4．0 30．0 〃 6　5

｝

第 尚　和 知来尚和 44～56 農構、國体営 83．5 4．6 24．9 1　13．0 入工受精弗群 200 2　10 154 30，254
二 仁　愈 仁　　倉 4◎～53 〃 34．5 王2．5 3．0 50．0 一般牛群 120 ｝72 1　6　1 9，362

牧 富武士1 40～43 農構、小規模 王王．0 一 3．0 14．0 〃 30
野竹 窟武士 富武士2

gカOチ

4　1～4　2

R9
　　〃
｣郷

13．8

P8．5

2．2

S．5

2．0

T．0

18．0

Q8．0

〃〃

4　5

V0

｝’51 160 21，457

用 若　璽、 若　　毘 42 〃 28．4 3．6 3．0 35．0 〃 70 ｝玉65 15　4 23，756
組 若璽円山 4　6 団体営 32．0 『 6．0 38．0 入工受精車群 80
合 幌　岩 幌　　岩 43 町単独事業 3．0 一 34．0 37．0 馬専用群 馬　27 2　1 i69 2，259

小 計 328．5 40．3 93．2 462．◎ 945 917 133，766
合 計 618．8 6＆9 圭85．8 8　73．5 1，870 玉，804 254β57
佐呂間町『佐呂閥町公共育成牧野要覧』、同町役場資料により作成

注）箪地造成事業名の略称はそれぞれ次の事業を示す。

　　農構：農業構造改善事業、団体営：団体営草地改良事業、小規模：小規模革地改良事業



クター利用を軸とする機械利用組含が育成されている。

　　（1）公共育成牧野一育成部門の共同三一

　佐呂聞町における町有牧野の歴史は古く、戦前の馬産用牧野を噛矢とする。戦後、

町有牧野以外に小作農場の牧場であったもの等、全町で6ケ所の牧野が乳牛放牧地

に転換され部落管理による共同牧野として利用されていた。これに国・町有地・民

有地の買収によるエ3牧野を加え、19牧野が39年から56年まで18年かかって造成され

利用されている○牧野の現況は面積873．5加（うち草地687，7加）、三三可能頭数

1，870頭であり、利用状況は58年101．3％、59年96．5％となっている（表3）

　公共畜成牧野の特色は、「実質的運営は町条例により、それぞれの地域の酪農家

を以って組織設置された牧野利用組合とr町有牧野維持管理委託契約』を締結し、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　牧野の維持管理を全面
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12）

預

託

料

図ユ　町有公共牧野の運営方式

委

託

料

町長（管理者）

委

託

契

約 牧野利用組合

連　　合　　会

農業改良普及所

農　協

農業共済組合

M乳業佐呂間工場

牧野利用組合

（13　組　合）

労

賃

三

役

預

託

参

加

酪　農　家

的に利用組合に委ね」

る利用方式にある。56

年目では、各集落を母

体に13の牧野利用組含

が結成され、それぞれ

1～3の牧野を管理運

営していたが、57年か

らは第一牧野利用組含

（6牧野利用組合、8

牧野）と第二牧野利馬

組合（7牧野利罵組合、

11牧野）の二つに統合

されている（表3）。

　56年までの具体的な

利用方式を示したのが

図1であるQ牧野の造

成は町が事業主体で実

施しているため管理者

は佐呂間町長となっており、管理委託契約を結び利贋組含に管理を委託する。各利

用組含は町の定める「牧野の管理規程」に従い牧野の管理をおこない、町長は預託

料のうち約5傷を草地改良造成費周積立金として保留し残りを利用組合に委託料と
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して支払う。利用組合の剰余金は組合でこれを保留し、赤字については町が補損す

る。酪農家は各利用組合に加入して牧野に育成牛を預託し、預託料を町長に支払う。

牧野の維持管理に必要な労働は組合員の出役によってまかなわれ、出役に対しては

労賃が支払われるという仕組になっている。

　出役は毎日の牧野の下視と牧野の維持（牧棚整備、害毒草駆除、追肥）とがあり、

A地区の場含前者の看視労働が二入一組の交代制、後者が年間10～12臼程度の出役

で、年問～戸25日程度の出役日数であった。この時期の公共牧野は酪農家の出役労

働によって維持されており、酪農家の金銭負担は最終的には草地造成の積立金と牧

野維持の物財費（肥料・バラ線等）、利用組合の事務費だけで、運営主体は利用組

合である等の点から、各農家の育成牛部門を共同化した生産組織であったといえる。

　57年以降運営方式に起った変化は次の点である。第一に統合された各利用組合に

専任の監視入がおかれることになったことである。監視入は計8入（第一牧野利用

組合3人、第二牧野利用組合5入）で、いずれも後継者にあとを譲った酪農家であ

る。また維持労働のかなりの部分を占めていた追肥作業が農協に作業委託されたこ

とにより酪農家の出役は大幅に減り、A地区では年間3日程度になっている。第二

点目は、以前は集落内だけでおこなわれていた入牧調整が集落を超えておこなわれ

るようになったことである。全町的に52年頃から各牧野の収容能力と入牧頭数のア

ンバランスが出はじめ、育成頭数に比して牧野の能力の低い集落とその逆の集落と

の交流の必要性が生まれていた。A地区は前者であり隣接の2集落の牧野利用組合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13）
に個人的に申し込む農家が多くあったが・牧野の統合によりこの点が解決された。

三点目は・人工受精に対応するようになったことである。統合以前入工受精をおこ

なっていたのは2牧野だけで、大多数の農家は入工受精を自家の牛舎でおこなうた

めに入牧させないか、入牧させたものを一旦、下牧させ妊娠鑑定後再入牧させるの

が通例であったQ統合により人工受精が牧野でおこなわれるようになったため、以

前のような手間・経費がかからず、後継牛だけでなく乾牛の預託も可能となり入牧

頭数が増加している。牧野の利用では個体販売用の育成牛を預託し、下牧後すぐ売

るというケースも増加することとなった。最後に草地利用の集約化の実現である。

町の管理規程では放牧方式は輪換放牧と定められているが、実際には牧区の切り方

がくずれていた。これが旧任監視入体制で徹底し、現在2牧野を除き牧区の変更が

完了している。

　57年以降の以上のような変化は、生産組織の性格という点からみると、以繭の育

成部門共同組織から受託組織への変化であり、それにより入牧頭数の拡大、育成コ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　14）
ストの低下をはかったものといえよう。

　　（2）　機械利用組含

　A地区には現在A生産組合（以下A組含）とKトラクター利用組合（以下K組含）

の2つの機械利用組含が存在している。

　　①　A生産組合

　A生産組合は現在8戸で構成されている。組合の前身は39年に一次構で発足した

Aトラクター組含である。同組合の発足メンバーは5戸で・トラクターと若干の付

属機が導入された。機械は持ち間り共同利用で・主として耕起、運搬作業に使われ

ていた。収穫機は当初トラクター用のものがなく、飼料作物については畜力用のも

のを併用していた。ゲントコーンサイレージについては共同作業がこの頃から行な

われていたQ

　46年、てんさい省力補助事業の導入を機に新たに9戸が加入し、第一班（8戸）、

第二班（6戸）の作業班体制をとり、Aトラクター利用組合に改組している。この

第一斑が現在のA組合で、第二斑がK組合である。同事業でトラクター3台・ビー

トプランター、ビートハーベスターが導入され、飼料収穫機の導入もあり、第一班

では乾草収納・ゲントコーンサイレージ。てんさい移植。収穫作業も共同化されて

いる。

　51年にA組合として独立。以降の主要機械の導入は、フォーレージハーベスター

を51、55、58年にそれぞれ1台・59年にロータリースプレッダ、59年ロールベーラ

ーとなっており・現在は堆肥撒布も共同作業となっている。

　A組合の特徴の第～は参加農家の機械個人所有がほとんどなく、組合の利周に集

中していることである（表5）。これは組合内に「機械の個人所有はしない」とい

う申し合わせがあるためで、機械の不足分は均等出資による自己導入をおこなって

おり（主要なものではトラクター3台、フォーレージハーベスター1台）・全ての

作業に対応する機械装備を組合が実現しているからである（表4）。第二には主要

作業の全てが共同化されているとともに、共同作業の子役が全て一戸一人になって

おり、耕種作業の軽減がはかられていることである。三点目は、組合で借地をして

いることである。54年から3．4勿を借入れゲントコーンを作付しており、各農家の短

期的飼料不足に対応する共同飼料畑となっている。

　　②K：トラクター利用組合

　K組合はAトラクター利用組含の第二班が直接の前身である。46年当時の共同作

業は乾草収納だけで、トラクターの共同利馬が主な目的であった。48年に第一班よ
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表4　機械利用組含の機械所有状況

A．生　産 Kトラクタ
機 械　　　名

組　　　・含 一利用組合

卜 ラ　ク タ　一　本　機 7 5

プ　　　ラ　　　ウ 2 2

耕 起 ロタリーハロー 2 2

施 §巴 ブロードキャスター 王 1

ラ　イ　ム　ソ　ワー 茎

『

サブソ　イ　ラー 1
…

管 理 カルテ　ベ　ータ 1 1

ス　プ　レ　ヤ　一 王 王

モ　　　　ア　　　　一 1 2

飼 牧 モアコンディショナー 1
一

料 草 デ　　　ッ　　　ダ 3 2

作 レ　　　一　　　キ 1 1

物 ヘ　イ　ベー　ラー 1 1

o一ルベーラー
1 1

デコ プ　ラ　ン　タ　一 2 1

ン1 ハー　ベ　ス　タ　一 3 2

トン ブ　　障　　ワ　　一 1 1

ビートプランター 1 1

てんさい ビートタッパ　一 1 1

ビートハーベスター ユ

一

堆肥・尿 マニュアスプレツダ 1 1

撒 ；布 2 1

り早くフォーレージハーベスタ

ーが導入されゲントコーンサイ

レージ作業が共同化されているQ

この時期てんさいの共岡作業が

行なわれなかったのは班内の栽

培農家が少なかったためである

が、57年頃から栽培農家が増加

し58年から移植が共同作業とな

っている。

　K組含のA組合との相違は、

機械所有、利用の点で個別化と

共同化が拮抗していることであ

る。表5によれば6戸のうち5

戸までがトラクターを個人所有

しており、A組合の均等出資に

対して利用料金積立というシス

テムであるのとあいまって、利

用は自己所有が中心となる。第

二に、そのために自己所有機械

で対応できない大型作業機を使

い、家族の枠を超える組作業を

必要とする作業を除き共同化さ

れていないことである。出役は

てんさい移植、ゲントコーンサ

イレージが2入、乾草収納がエ人となっていてこの点でも相違がみられる。

　3）　A地区における経営展開

　次にA地区農家の加入機械利用組合の違いによる経営展開の相違をみていく。

　　（1）経　営　展　開

　表5は54年時点でA地区に存在した農家24戸について40、54、59年の経営概況を

示したものである。20年聞に農家戸数が半減したことは前述のとうりであるが・機

械利用組合参加農家の離農は一戸もない。現存する農家は・40年時点での経営耕地
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表5　A地区農家の経営概要の変化

1

δ

コ

娃。年 5　　4 年 5 9 年
生産 農家

経営耕地（爾 乳牛 経営耕地（加） 乳牛 従事者数 外部労働力 経営耕地（加） 乳牛 従事者数 外部労働力 トラクター
組織 番号

To ：水緩 ⑫：扮 To 所有地 借入 ㈱ 男 女 臨時 郵司替 To 所有 借入
（2才㍉） 男 女 臨時 手間替 手伝 所有状況

2 4．6 0．8 4 三3ユ 13．工 一 20 2（エ） 2（2）
心 126 14．4 9．0 5．4 33 2（1） 2（1） 　 70 皿 一

A 3 5．1 1．3 4 13．3 13．3 一 18 2（2） 1ω 一 70 王4．2 14．2 一 25 2（1） 2（1）
一 70 ｝ o

生 4 6．2 1．2 4 12．0 12．0 ｝ 24 2（2） 2（2） 一 120 14．1 13．4 0．7 30 2（1） 2（1）
一 70 一 一

下 6 4．9 1．3 3 工2．5 玉2．5 一 20 2（2） 2（2） 一 7G エ3．3 13．3 一 25 2（2） 2（2）
一 70 一 一

組
7 4．7 1．0 4 10．5 ユ0．5 一 18 2（2） 1（1）

一 70 13．2 13．2 一 24 1（1） 2（1）
一 70 30 ㎜

A 9 5．0 2．1 4 7．6 7．6 一 17 2（2） 1（1）
一 70 12．0 12．0 一 22 2（2） 2（2）

｝ 70 一
毒

口

10 5．9 1．8 5 11．8 エL8 一 18 2（2） 2（2） ｝ 70 11．8 11．8 一 23 2（1） 2（1）
一 70 一

1

12 4．0 L4 2 9．9 9．9 一 14 2（1） 2（2＞ 一 70 1α5 10．5 一 2エ 2（2） 1（1）
一 70 一

K 1 3．7 0．9 2 10．8 10．8 一 16 2（1） 1（1）
一 70 エ73 14．0 3．3 20 2ω 2（三）

一 60 　
ユ

参
5 33 0．9 4 10．4 工0．4 一 2G 2（2） 2ω 一 40 13．8 i3，8 一 30 2（1） 2ω 30 60 一

1

ク 8 43 1．3 2 7．8 7．8 一 ユ6 2（2）
王（エ）

一 40 12．2 9．8 2．4 21 2（1） 2（1）
一 60 一

1

字

1　1 4．0 1．5 3 8．5 8．5 ｝ 15 2（1） 1（1）
一 30 1圭．1 11．1 一 27 2（2） 1（1）

一 50 一
1

組 ま4 5．3 1．0 4 8．6 8．6 一 13 2（2） 1（1） 20 り70 93 8．6 0．7 14 2② 1（1）
一 70 一

正

々 15 4．7 1．4 3 8．2 8．2 ｝ 10 2（2） 1ω 一 50 9．3 9．3 ｝ 10 2（1） 王←）
一 50 一

1　3 5．0 0．3 3 8．0 8．0 一 14 1（1） 1（1）
｝ 一 10．2 1G．2 一 13 エ（1） 圭ω

｝ 15 一

不 16 5．6 1．4 4 7．6 7．6 一 17 2（2） ユ（1）
一 一 7．6 7．6 一 16 2（1） 三（1）

一 15 ｝
ユ

17 2．7 0．4 2 6．9 6．9 一 10 1（王） 1（1）
卑 一 6．9 6．9 ｝ 10 1（1） 1（1）

軸 10 一
1

参 18 5．1 0．9 3 7．0 7．0 皿 一
2（2） 1（玉） 30 ｝ 4．8 4．8 一 一

1←） 1←） 10 ｝ 皿
1

加 19 4．3 0．7 4 4．8 4．8 一 2 1（1） 1（1＞ 20 ｝ 4．8 嘆．8 ” 一
1（一） 1（一） 15 ｝ 鴨 襯

20 36 0．6 3 4．5 4．5 一 11 2（玉） 1（1）
一 10 4．5 4．5 一

9 2（2） 2ω 皿 10 ｝ 2

農
2　1 3．9 0．8 一 4．2 4．2 一 一

1（1） 1（1）
一 一 4．2 4．2 脚 一

1←） ま←）
　 一 轍

1

家 22 5．6 1．1 鴨 1．5 1．5 一 一 1ω
1（王）

｝ 一 0．4 0．4 一 一
王（一） 1←）

｝ ” 一 一

23 4．9 0．9 1 6．0 6．O 一 一
圭（1） 1（1）

｝ 20 （離農）

24 4．3 α6 4 4．2 4．2 ㎜
1 2←） 1（1）

一 一 （離農）

資料　歪965年センサス農家照1査表、54年、59年道農i業基本調査戸表

注：従事者数の（）内は基幹的農業従事者



規模が平均よりやや大きいが、4加以下の農家も6戸あり・表示していないが離農

した22戸の中には4勿以上の農家も8戸あることから・機械利用組合が経営維持に

貢献していると考えられるQ

　40年時点の経営概要は各グループで大差はなく、A組合グループが平均耕地5．1

加・乳牛38頭と若干大きく・不参加グループに乳牛非飼養農家が2戸みられる程度

である。その後の展開で大きな差がみられ、A組含グループが54年に113ゐ。、エ8．6

頭ととび抜けて大きくなり・基幹的労働力は3．4入と豊富で手間替の受入れも非常

に多くなっている。59年には更に規模が拡大し、12．9加、25．4頭となり・基幹労働

力は2，6入に減少しているが、外部労働力の受入れは若干の減少にとどまっているQ

　K組合グループは54年に9．1加、15頭でA組合グループと差があったが、59年に

は12．2勿と耕地面積では差がなくなったが、乳牛頭数は203頭と差がある。労力交

換の受入は54年50人、59年58人とA組合に比べて小さく共同作業の少なさを反映し

ているが、59年にはやや増加しているQ

　機械利用組合参加農家は全て酪農であったが、不参加農家は54年時点で酪農4戸

（13、砥17、20番）と混同2戸（19、24番）、畑作2戸となっている。酪農の4

戸は54年6．8加、13頭と伸びが小さく、59年は7．3加、12頭でほとんど変化がないQ

混同の2戸は40年から54年にかけて面積の増加がほとんどなく、乳牛は縮小してお

り・59年には畑作移行1戸・離農1戸となっている。畑作4戸は40年置ら5褄年で耕

地の伸びは小さく、1戸は縮小である。59年にかけては1戸が離農し2戸が経営を

縮小している。労働力構成では54年には各戸とも基幹2人以土を保有していたが、

59年でこの水準にあるのは酪農家だけで畑作農家は基幹的労働力を欠いており、離

農予備軍とみられる。

　　（2）土地利用
　表6で55年と59年の土地利罵をみると次の点が指摘される。

　まず55年の土地利用をみると、A組合参加農家は飼料作物とてんさいの2作目に

集中しており、水稲は9番農家を除けば飯米程度の家計仕向け自給部門とみられる。

K組下参加農家は・飼料作物十水稲という作付が3戸とそれにてんさいの加わった

もの3戸で・酪農と水稲の結びつきが強くなっている。不参加の酪農家は16番が飼

料のみの酪専経営で、13、20番は水稲、てんさいの比重が小さく酪専的傾向が強い。

　59年の調査農家ではA組含、K組合両参加農家ともに飼料作物とてんさいに作付

が集中している。K組合では水稲栽培農家が多いが下積は55年に比べて減っており

自給部門化している。不参加の17番はてんさいが中止され飼料作物と水稲だけにな
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表6　A地区農家の土地利用

5　5　年　　　　　　伽） 5　9　年　　　　　伽）

飼料作物 畑作物 飼料作物 畑作物

生　産　組　織 農　家　番　号

牧草 ζト

計

水稲

繍菜 小麦 雑穀 野菜

合計

牧草 デ柔

計

水稲

甜菜 雑穀 野菜

合計

69

V．9

V5

U．5

S8

Q．8

Sβ

T．8

3．5

R．2

R．5

R．5

R｛）

Q．2

Q8

R．0

104

P1．1

P1．0

P0．0

V．8

T．0

V．6

W．8

2．2

Q．0

kO

Q．0

Q．0

P5

P．2

P．1

13．1

P33

P2．0

P2．5

X．8

V．5

X．2

X．9

9．0

X．2

P0．3

W．7

奄P．7

V．9

4◎

Tの

T．4

S．3

Q．5

R．3

130

P4．2

ﾊ5．7

ﾐ3の

P4．2

PL2

3．0

P9

､5

Q．2

P．3

Q．2

0．5

w一一｝

16の

?６．6

P7．2

P5．4

P5．5

H3．4

6．3

T．5

Q．6

T．4

S9

S．3

4ρ

Sρ

S0

Q心

P．7

k4

エ0．3

X．5

U．6

V．4

U．6

T．7

0．7

O9

k1

?．0

O．6

P．1

王2 12．2

Pα4

V．7

W4

X．2

W．1

8．4

V．7

U9

V．5

V．7

38

V．8

S．2

Sの

Q．5

122

P45

P1．1

P15

P0．5

02

O．2

f9

黶Z．1

3．6

Q．4

Q．1

黷P．1

16の

P7．1

､4．1

H1．5

P1．7

5．9

T．4

S．6

O3

R．5

Q．0

P．G

|1932

3．0

Qβ

O．8

89

V．4

T．4

O3

R．6

S．0

P3

03 0．9 10．エ

V．4

U．8

S．1

S．2

S4

R．4

O．4

T．8

S0

4．8 一 ㎜ 1．5 一 一 一 63

（離農）

i離農）

1）55年は町役場資料、59年は聞き取り調査による0

2）59年空欄は調査未了丁丁

3）表5とは原資料が異なるため59隼の面積は整合しない。
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り・飼料作物は牧草だけになっている。

　　（3）代表農家事例

　次に経営展開・土地利用変化の具体的様相を2戸の事例によりみてみる。

　4番農家

　この農家はA組合の参加農家で・46年からのメンバーである。45年までは水稲2．5

加、てんさい、豆、ばれいしょ、薄荷各α5加、残りが飼料作物であったが、46年に

組合への参加でてんさいが2加に拡大し・飼料作物、水稲・てんさいという作物構

成となり、てんさい翻産物の利用で乳牛が増加した。51年にはフォーレ～ジハーベ

スターの導入でデソトコーンの作付が従来1．5加が限度だったのが3加に増加し、水

稲が転作されている。53年酪近事業でタワーサイロが導入されてサイレージ収容能

力が高まったことから水稲が中心され、ゲントコーンが5加に拡大しているQゲン

トコーンの拡大時には乳牛も増加しており、現在の飼養頭数は成牛30頭である。

　8番農家

　8番農家はK組合に46年から参加している。経営の変化が起こるのは48年で、フ

ォーレージハーベスターの導入でデソトコーンの作付が2．5加から3．5加に増え・豆・

ばれいしょ・雑穀等も作っていた多品目栽培から、飼料作十水稲に転換している。

この時期には稲わらがサイレージ給塚されでいるQ56年に同地区でおこなわれた交

換分合により耕地が2加増加するが・水稲・乳牛とも生産調整で拡大できずてんさ

いの栽培をはじめ、ビートトップサイレージ給与で稲わらは敷わら利用に変ってい

る。共購化されていないてんさい収穫作業にはハーベスターを個人で導入し、他の

農家の作業を請負・ている。水稲をまだかなり栽培しているが、55年以降の連続冷

害で減りつつある。

　4）経営組織と生産組織

　以上の分析をもとに、経営組織と生産組織の関連について・現在の主流である「

酪農十てんさい」という経営形態を念頭におき整理すると次のようになる。

　畜力あるいは畜力と動力機械が併絹されている生産力の低位な段階では（45年以

前）・耕種部門において特定作目の拡大が顯難で、多品囲生産がおこなわれている。

このために乳牛飼養部門の拡大が自給飼料の面なら制約されており、成牛で3～5

頭にとどまっている。この段階では生産組織化は育成部門に求められ・公共牧野が

育成部門の共同化として成立する。これにより成牛部門の拡大が・飼料・飼養管理

労働の面から可能になり、酪農部門拡大の：方向が与えられる。
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　動力機械化が進行し収穫過程におよぶようになると、特定作目の拡大が可能とな

り経営内での作目選択が進む。A地区では飼料作物と水稲が中心となり、豆、薄荷・

雑穀等の粗放作物が排除され・根菜類でも酪農との結合が弱いばれいしょも排除さ

れるQ機械化に対応するために、事業導入主体としての性格をも持つ機械利三組含

が形成され、拡大した飼養管理部門との競合二二のため共同作業が成立する。機械

の共同利用・共同作業の成立は特定作賢に有利に展開し・共同化されていない二一

については酪農と補完関係があっても拡大・存続を妨げる。また水稲は残るが（水

利条件により）拡大が制約されている部門では共同組織は成立しない。

　水稲の収益性が低下し転作が有利になると水稲が排除されて飼料作物に転換し・

酪農部門が拡大する。また、乳牛頭数の増加に伴い飼料基盤の集約利用が目指され・
　　　　　　　　　　　殉
パックサイレージの導入・ゲントコーン作付の増加が必要とされる。これに対応し

て機械利馬組織は新規導入、機械の大型化、複数化に迫られ・自己資金による機械

導入もおこなわれ性格の変化がみられるQ公共牧野は酪農家の規模拡大による出役

過重、入工受精牛等の入牧牛群拡大の要望、牧野利罵の集約化による入牧頭数の拡

大の必要・等から再編され、育成部門の受託組織に変化する。このようにこの段階

では参加農家の酪農への二化に伴って生産組織が再編がもたらされる。

　最後に公共牧野と機械利用組織の関連であるが、この二つの生産組織は別々に展

開してきたわけではなく・参加農家の経営組織の変化を媒介としての相互規定性を

持っていると思われる。

4　要約と今後の課題

　小稿では生産組織の形成と参加農家の経営組織との関連を明らかにするために・

混同経営を対象に経営形態と生産組織・経営形態の分化と生産組織の関連の二つを

明らかにすることを目的とした。

　混同経営に関する従来の研究成果にもとつく仮説的整理では、経営形態の特徴と

生産組織の関連については、混同経営は耕種部門と養畜部門の結合という組織的特

徴のうちに生産組織形成の要因をもっていること。そこに形成される生産組織は、

機械共同利用、共同作業組織のほかに・共同牧野。共同草地があることが明らかに

なった。経営形態の分化と生産組織については、分化を促進する場合として、①生

産組織の解体、②生産組織によっても生産組織形成の要因となった問題を解決でき

ない場含、③生産組織が特定の作目に有利な場合の三点をあげ、抑制する場合とし
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ては生産組織の利用強制力をあげた。

　佐呂間町A地区の事例分析では、混同経営農家群の生産組織として、機械共同利

用・共同作業組織、育成牛共同牧野、共同飼料畑の形成が確認された。経営形態分

化については生産組織の形成が分化を促進し、その結果成立した経営形態が生産組

織を再編すること。生産組織は参加農家の経営組織を媒介として相互規定性をもっ

て展開していることが確認された。

　今後の課題としては・第一に今回対象事例として取り上げたA地区においては生

産組織が形態分化を促進することが確認されたが、経営形態の分化は経営組織変動

の一面にすぎず、そこにおける生産組織の機能も～面しかとらえていないと考えら

れる。したがってその逆、すなわち生産組織が「統合力」を発揮する場合について

の検討が必要であろうQ

　第二丁目は・他の経営形態に関する研究である。今園は混同経営に限定したが、

稲作・畑作・酪農等についても同様に、経営形態の特徴と生産組織の関連・経営組

織の変化と生産組織との関連について明らかにする必要があろうQ

　　　　注

1）例えば、今村奈良臣、「稲作生産組織の生成、展開、展望」（小倉武一編著『

　　集団営農の展開』御茶の水書房　1976年）伊東勇夫「稲作生産：者組織の展開」

　　（古島敏夫編r産業構造変革下における稲作の構造1理論編』　東大出版会

　　1975年）など0

2）高橋正郎「農業組織の展開と現代組織論」（前掲　小倉編　所収）・「地域

　　業問題と農業の組織化」（高橋・森共薯r自治体農政と地域マネジメント』

　　明文書房　1978年）などに代表される。他に吉田博r農業生産共同組織論』

　　農林統計協会　1980年　などQ

3）沢辺・木下編r地域複含農業の構造と展開』　農林統計協会　ig79年

の小林一「混同経営の形態分化に関する一考察（北大農学部r農経論叢』33集

　　1977年）・太田原高昭「北海道畑作地帯の滑子経営」（梶井功編r畜産経営

　　と土地利用　実態編』農文協　1982年）、塩沢照俊r北海道農業の展開と構

　　造』北大國書刊行会　1984年　第9章　参照

5）小林　前掲　P113，P124

6）太田原　前掲　P超
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7）太田原　P37

8）小林　前掲　P116

9）太田原　前掲　P48

10）塩沢　前掲　P218

i1）小林　前掲　Pi24

12）佐呂間町「佐呂間可公共育成牧野要覧」

13）A地区牧野利用組合は統含を積極的に推進し、現在の第一牧野利用組含長はA

　　地区からでている。

14）預託料は1日当たり、Mケ月以⊥i70円、14ケ月以下140円だが、普及所によ

　　れば自家育成は350円となっている。

15）夏期間の霧雨による牧草の廃棄をなくすためである。
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